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研究成果の概要（和文）：日本の森林所有者の林業意欲喪失には、所有規模ではなく制度や組織の違いが影響し
ているという仮説をたて、その検証を行うべく、小規模森林所有者が多いにも関わらず林業が活発なオーストリ
アやノルウェー、ドイツでアンケート調査等を実施した。その結果、オーストリアやノルウェーでは、所有規模
の維持や所有者の世代交代の促進が法制度や慣習によって実現され、林業収入が家計に貢献していたが、日本で
は高い流通コスト等が林業収入を低下させていた。また、オーストリアでは林地購入に積極的であったが、日本
ではかつて熱心だった所有者が林地を手放しており、制度や組織が林業経営意欲に大きな影響を与えていること
が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Family forest owners (FFO) in Japan are not motivated for forestry while FFO
 in Austria, Norway and Germany are motivated even though they also have small scale forests. The 
reason for this was hypothesized that differences in institutions and support organizations may have
 influenced on their motivations for forestry. To examine this, questionnaire surveys had been 
conducted in four countries. The size of forest holdings or parcels was large and the average age of
 respondents was young in Austria and Norway because of the different institutions and customs. As a
 result, FFO obtained large forestry income in those countries, however, high log distribution cost 
reduced forestry income in Japan. Once motivated FFO sold forests in Japan while FFO purchased 
forestlands to expand forest management in Austria. We confirmed that differences of institutions 
and support organizations affected FFO's motivations for forestry.

研究分野： 林業経済・政策
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の林家の林業意欲喪失の要因は、所有規模の零細性にあるとされてきたが、今回の研究結果から、相続や売
買による所有規模や林分規模の零細化を回避する仕組みの欠如が零細性を助長した結果、欧州との林業意欲の違
いにつながっている可能性が示された。また、意欲と能力のある若手への林地継承を促進するオーストリアの制
度は、自伐率の向上等を通じて林業収入の拡大に影響しており、それが高い林業経営意欲と事業継承につながっ
ている可能性が示された。これまで深掘りされてこなかった、法制度や林業関連組織の違いが欧州と日本の林業
経営に与えた影響を明らかにした意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
地球温暖化防止対策の重要性が増す中、カーボンニュートラルである木材利用の拡大は急務

といえる。しかし、小中規模の森林所有者が経営意欲を失ったままでは、国産材供給は十分に拡
大できない。また、伐採後の植林放棄が増加し、カーボンニュートラルの前提となる持続的な林
業の循環が崩れつつある。これまで、林業経営の阻害要因は小規模所有にあるとされ、森林組合
には、小規模の森林を集約し、管理を代行する機能が期待されてきたが、その機能は低下しつつ
ある。これに対して、欧州の林業国では、小中規模所有が多いにもかかわらず林業や森林組合活
動は活発であるが、世代交代による林業離れの拡大という日本と共通の課題も存在する。こうし
た日欧の差異や共通点が、どのような制度等の違いから生じているのかを明らかにし、日欧の小
中規模森林所有者の林業の活性化方策を検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
日本の小中規模森林所有者が経営意欲を失った主な要因は、所有規模が小さいためとされて

きたが、中小規模所有が多い欧州には林業が盛んな国がある。他方、森林所有者の世代交代によ
る林業離れの拡大という日欧共通の課題がある。これらに対して、(1)林業が不活発な要因は所
有規模ではなく、森林組合の組織体制や制度的な枠組みにある、(2)日欧双方において林業継承
に効果を上げうる森林管理受委託等の取り組みがある、という 2 つの仮説が提起できる。これ
らを検証するために、欧州の研究者と連携して調査を実施し、①地域の林業、木材生産・流通の
コスト構造、②森林所有者の世帯構造や資源状況が林業活動や森林組合との関係に与える影響、
③林業政策や森林の管理受委託事業に関する比較を行い、日欧の小中規模所有者の林業活性化
と林業継承を進めるための要件を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 欧州の林業が盛んな国の中で、所有規模が小さく、傾斜地の多い国であるオーストリアとノル
ウェー、また、過去の研究蓄積が多いドイツを調査対象国とした。これらの国の森林・林業に関
する統計・文献データの収集･分析を行いつつ、欧州の林業関係者と共同でアンケート調査票を
作成した。アンケート調査は、対象国の中から、地形が急峻であるにもかかわらず、林業が盛ん
な地域を選定し、日本では、九州の阿蘇森林組合と小国森林組合を対象に実施した。ほぼ共通の
調査内容で、オーストリアのシュタイヤーマルク州林業協同組合連合会（Stm 林業連合会）、ノ
ルウェーのアル（All）森林組合およびグローメン・ミョーセン（GM）森林組合、ドイツのザー
ルラント州森林組合の組合員を対象に順次アンケート調査を行った。その実施にあたっては、現
地で試行・調整を行う必要があったが、COVID-19 の感染拡大によって渡航できなくなったため、
リモート調整を余儀なくされ、計画より 1 年以上遅れて実施した（感染拡大の影響を避けるた
め、2019 年の実績について質問した）。日本では、ランダムサンプリングによって組合員の 20％
を対象に郵送で調査を行ったが、オーストリアやノルウェーでは、回答がどれだけ得られるか不
明であったため、メールアドレスを登録している組合員全員を対象に Web サイトを利用した。得
られたデータを、統計解析することによって比較分析を行った。また、海外渡航が可能になった
後に、対象地域の林業や木材流通構造の違いの解明や、分析結果の背景を明らかにするために現
地調査を行った。 
 なお、阿蘇地域においては、多くの森林所有者が林業経営意欲を低下させる中で、森林組合の
事業を補完ないしは引き継ぐ形で施業や森林経営計画策定を森林所有者から受託している NPO
法人ふるさと創生が存在することから、業務資料の収集や理事長からの聞き取り、NPO 法人に施
業や計画作成を委託した森林所有者を対象とするアンケート調査等を実施した。 
 
４．研究成果 
 調査票の配布数と回答数は、阿蘇森林組合 1155 名、331 名（回収率 29％）、小国森林組合 145
名、96 名（回収率 66％）、オーストリアの Stm 林業連合会 8700 名、1479 名（回収率 17％）、ノ
ルウェーの All 森林組合 7557 名、41 名（回収率 0.5％）、GM 森林組合 7173 名、65 名（回収率
0.9％）、ドイツのザールラント州森林組合 326 名、18 名（回収率 5.2％）であり、プロジェクト
開始以前の協力関係の有無が大きく回収率に影響する結果となった。 
 オーストリアの Stm 林業連合会と、類似して広域を管轄している阿蘇森林組合についてアン
ケート調査結果の比較分析を行った。その結果、前者の平均所有規模は後者の 1.8 倍と大きかっ
たが、平均林分面積（所有面積/分散カ所数）で比較すると 4.7 倍とより大きな違いが見られ、
シュタイヤーマルク州では林地が細分化せずに継承されていた。この背景として、家族や兄弟あ
るいは隣接農林家以外への林地売却が土地取引法によって規制されていることや、森林法によ
って経営が困難となる小規模区画への林分の分割が禁止されていること、さらには、分割相続は
回避すべきという認識が地域で共有されていること等が影響していることが明らかとなった。
これとは別に、前者の回答者の平均年齢は 20 才以上若く、林業収入の家計への貢献が大きくな
っていた。現地調査結果から、所有者が若いのは、一定規模以上の農林家が義務加入となってい



る農林業年金の受給要件に、農林地の移譲があるためであることが明らかとなった。そして、所
有者の若さは高い自伐率につながり、丸太の販売代金がそっくりそのまま手元に残るため、林業
収入がより大きなものとなっていた。なお、森林組合は、両地域ともに森林所有者の林業経営に
大きく貢献していたが、後者では、伐出を組合に委託しているだけでなく、原木市場を通じた丸
太の販売が行われていたために、森林所有者の収入は大きく減少していた。 
両地域における過去5年間の林地購入を、所有面積に対する割合でみると、阿蘇森林組合2％、

Stm 林業連合会 3.5％と比較的活発であった。一方、林地売却は、それぞれ 0.5％、0.4％と少な
かったが、上述の林業収入の違いなどの影響から、阿蘇森林組合では、かつて熱心だった所有者
が、資産取り崩し的な林地売却を行っているのに対して、Stm 林業連合会では、隣接地の購入に
積極的な所有者が多く、森林所有の規模が拡大していた。 
 ノルウェーについては、2つの組合と日本の小国町森林組合のアンケート調査結果の比較分析
および現地調査を行った。その結果、所有森林の拡大に関しては、小国町森林組合では他者から
の勧めという動機（88%）で森林を購入していたのに対し、ノルウェーの森林組合では林業経営
拡大や資産運用などの目的（87%）を持って、積極的に所有森林を拡大させていた。また、森林
境界の認識率や森林への訪問頻度も小国町に比べて高い値が示された。このような積極的な森
林への関与は、後継者の有無にも影響しており、小国町森林組合の 41％に対して、ノルウェー
の2つの森林組合では80％以上の組合員に後継者が存在していることが明らかとなった。また、
現地調査からは、相続・売買時の分割による個人有林の細分化や分散を食い止めるため、長子相
続や親族間売買を基本とすることが法律で定められていることや、木材伐採時にその販売価格
の一部を植林や森林整備の費用として積み立てることを義務づけた森林信託基金という制度が
機能していることが明らかとなった。また、森林での作業をオンラインで委託できるシステムを
森林組合が提供するなど、伐採や植林を自分でできなくても森林を受け継ぐことが重荷になら
ない仕組みがあり、7割程の組合員がこれを利用していることが明らかとなった。 
 ドイツにおいては、ザールラント州森林組合の組合員を対象としたアンケート調査や現地調
査をおこなった。その結果、（1）州の私有林の特徴として、小規模分散であり、広葉樹が 75％を
占めていること、（2）1989 年に小規模林家が近自然的林業を行えるように森林組合が設立され
たこと、（3）農林業が主業の回答者はゼロで、副業の回答者が 20％を占めること、（4）自伐林家
が 64％を占めること、（5）森林組合は、自伐林家へは丸太の販売支援、その他の組合員へは森
林整備契約による経営支援を行っていること、（6）過去 5 年間で 41％の回答者が経営を拡大す
るために森林を購入したことが明らかになった。また、木材販売を行なう複数の林業連合を対象
に聞き取り調査を実施した結果、森林組合には他の組合との競合と協力関係がみられ、その関係
性にはお互いの組織の活動範囲の遠近が関係していることが示唆された。 
 熊本県阿蘇地域の NPO 法人ふるさと創生（職員 4名）に施業や計画作成を委託した森林所有者
への調査票の配布数と回答数は、682 名、287 名（回収率 42％）であった。その分析結果から、
3ha 以上の森林保有者は森林組合員、かつ組合役員経験者であり、林業経営への意欲が比較的高
く、林地購入も約２割の所有者が実施していた。3ha 未満層では森林組合加入率は低く、未組織
だった零細森林所有者の組織化がみられた。経営計画の要件を充たす森林所有者の組織化にあ
たっては、核となる森林所有者が存在する場合と、請負事業体が地域の所有者に声をかける場合
があった。要件を充たさない場合であっても所有者の施業意向があれば、NPO が自治体の独自施
策を紹介して施業実施に結び付けていた。総じて森林所有者の NPO への評価は高かった。また、
請負事業体の中に Iターン者や 50 歳以下の若手林業者が多く存在することも明らかとなった。
以上の結果、ＮＰＯ法人が森林所有者と請負事業体を結び付け、森林整備と木材生産の拡大に寄
与しうることを明らかにした。一方で、20ha 以上の森林所有者の高齢者比率が高く、4割の所有
者が「後継者未定」と回答した。NPO 法人の今後の課題としては、所有者の林地売却や経営移譲
への関与と、行政や森林組合との連携をあげることができる。 
 以上の結果から、目的として掲げた 2 つの仮説について検討してみよう。まず、「林業が不活
発な要因は所有規模ではなく、森林組合の組織体制や制度的な枠組みにある」については、オー
ストリアやノルウェーでは、平均所有規模は日本よりも大きく、これが林業の活発度に影響を及
ぼしていることは否定できないと考えられた。しかし、不在村者への林地売却や、林地の小規模
区画への分割が土地取引法や森林法で規制されていること、長子相続や一子相続が制度や慣習
化されており、所有規模の維持が林業経営の持続可能性に大きく影響していることが明らかと
なった。また、オーストリアでは、一定規模以上の農林家が義務加入となっている農林業年金制
度が、森林所有者の若返りを促進していることも明らかとなり、林地の分割を回避する仕組みと
ともに、意欲と能力のある若手に林地が引き継がれる仕組みの導入が日本にとって重要である
と考えられる。一方、森林組合は、いずれの地域でも林業の活性化に大きく影響していたが、日
本では、丸太を原木市場を通じて販売していたために、流通コストが高く森林所有者の収入減少
につながっていた。 
 次に、「日欧双方において林業継承に効果を上げうる森林管理受委託等の取り組みがある」と
いう仮説については、オーストリアの Stm 林業連合会の組合員の多くは自ら施業を行っている
ため管理委託の必要性は低かったが、その他の地域では、施業の多くを森林組合に委託する所有



者の割合が高く、世代交代等によってより一層その傾向は高まることが予想された。この課題に
対して、ノルウェーの森林組合が組合員サービスの一つとしてオンラインで森林施業を委託で
きるシステムを構築し、自ら伐採や植林ができなくても森林を受け継ぐことが重荷にならない
ようにしていることは、林業知識の少ない世代への経営継承等において、国内外で有効な対策の
一つと考えられる。また、オーストリアの林業連合会では、組合員の直接の窓口となる職員のほ
とんどが農林家であり、連合会の仕事と家業を兼業していることが、所有者の信頼獲得や利害調
整において重要であることが明らかとなり、組合が森林管理を受託する上で有効な対策の一つ
と考えられる。 
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